
■ 女性の活躍に関する情報公表 ■ 

 
Ａ 女性労働者に対する職業生活に関する機会の提供 

 
〇 係長級にある者に占める女性労働者の割合    ２８．６％ 

（令和８年３月３１日現在）    

 
〇 管理職に占める女性労働者の割合        １７．１％ 

（令和８年３月３１日現在）    

〇 男女の賃金の差異 

区分 男女の賃金の差異 

全労働者 ８６．６％ 
 正規雇用労働者 ８７．０％ 

 非正規雇用労働者 ９７．９％ 

    対象期間：令和 7 事業年度（令和 7 年 4 月 1 日から令和 8 年 3 月 31 日まで） 

賃金の範囲：退職手当、通勤手当は除く。 

正規雇用労働者：期間の定めがないフルタイム労働者。（専任教職員・準専任教職員） 

非正規雇用労働者：正規雇用労働者以外の労働者で派遣労働者は除く。 

              （期限付常勤教職員、期限付非常勤教職員、無期雇用非常勤教職員） 

 
Ｂ 職業生活と家庭生活との両立に資する雇用環境の整備 

 
〇男女の平均継続勤務年数の差異 
男性 ： １５．７年 
女性 ： １４．１年   （９０．０％） 

（令和８年３月３１日現在） 

 

 

以上 



■ 男性労働者の育児休業取得率の公表 ■ 

 

 
令和 7 年（2025）年度 

（令和 7 年（2025 年）4 月１日～令和 8 年（2026 年）3 月 31 日） 

男性労働者の育児休業等

の取得割合 
0％ 

※育児・介護休業法の改正により、従業員が 300 人超 1,000 人以下の企業にも 

公表が義務付けられました。（令和 7（2025）年 4 月 1 日施行） 

 

 

 

 

 

以上 


